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＜質問項目＞ 

第１ 総括 

 Ｑ１ サービス・活動事業（従前の介護予防・生活支援サービス事業）はいつから開始

しているのか？ 

  

第２ 対象者と利用手続 

 Ｑ１ サービス・活動サービス事業の対象者の条件は？ 

 Ｑ２ サービス・活動サービス事業（生活支援型・予防給付型・短期集中予防型） 

   を利用する場合はどのような手続が必要か？ 

 Ｑ３ 予防給付（訪問看護、福祉用具貸与など）を利用する際の留意点は？ 

 Ｑ４ 事業対象者がサービスを利用する際の留意点は？ 

 Ｑ５ 事業対象者の有効期間は？ 

 Ｑ６ 基本チェックリストは誰がチェックするのか？また、だれが審査をするのか？ 

 Ｑ７ 事業対象者のケアマネジメントは誰が行うのか？ 

 

第３ 利用者負担 

 Ｑ１ 利用者が負担する額は？ 

 

第４ 訪問型サービス 

 Ｑ１ 生活援助のみであっても予防給付型のサービスを提供することは可能か？ 

 Ｑ２ 予防給付型と生活支援型の提供時間は同じでよいか？ 

 Ｑ３ 生活支援型において、老計第１０号の内容以外のサービスの提供は可能か？ 

 Ｑ４ 生活支援型訪問サービスを利用していた利用者が予防給付型訪問サービスを利用

することとなった。サービス提供が継続される場合新たに初回加算を算定すること

は可能か？ 

 Ｑ５ 訪問介護、予防給付型、生活支援型を一体的に行う場合、サービス提供責任者と

訪問事業責任者の取扱いは？ 

 Ｑ６ 予防給付型の訪問介護員等は、常勤換算 2.5 人以上とあり、生活支援型の従事者

は必要数とあるが、訪問介護、予防給付型、生活支援型を一体的に行っている場合

訪問介護員等と従事者を併せて常勤換算 2.5 人以上としてよいか？ 

事業者向け 



 

第５ 通所型サービス 

 Ｑ１ 曜日や時間帯、活動スペースを区別せず、予防給付型と生活支援型を一体的に実

施した場合の人員基準・設備基準の考え方は？定員の考え方は？ 

 Ｑ２ 現在ある施設の空きスペースを活用して生活支援型通所サービスを実施すること

は可能か？ 

 Ｑ３ 従来の給付では認められていないサービスの併用は、サービス・活動サービス事

業においては認められるのか？ 

 Ｑ４ 通所型サービスのサービス提供時間の考え方は？ 

 

第６ 事業者指定 

 Ｑ１ 指定手続きの方法や必要書類は？ 

 Ｑ２ 北九州市外に所在する事業所で、北九州市の被保険者に対してサービス事業を提

供する場合、どのような手続になるか？ 

 Ｑ３ 北九州市に住民登録をしている利用者について、他市町村に所在する事業所のサ

ービスをケアプランに位置づける場合、留意することは何か？ 

  

第７ サービス単価 

 Ｑ１ サービスコードはどれを使用するのか？ 

 Ｑ２ 他市町村に住民登録をしている利用者がいる。その市町村がサービス・活動サー

ビス事業を実施している場合、まだ実施していない場合があるがサービスコードは

何を使用するのか？ 

 Ｑ３ １月の間に、要介護と要支援をまたがる区分変更や、要支援１・２の間での区分

変更があった場合、単価の取り扱いはどうなるのか？ 

 Ｑ４ 介護職員処遇改善加算は予防給付型のみ適用と理解してよいか？ 

 

第８ 介護予防ケアマネジメント 

 Ｑ１ 居宅介護支援費の取扱件数の算出に関して、委託を受けた介護予防支援は受託件

数×１/２件と数えるが、介護予防ケアマネジメントも同様に数えるのか？または取

扱件数に入れないことになるのか？ 

 Ｑ２ 介護予防支援費・介護予防ケアマネジメントについて、初回加算を算定できるの

はどのような場合か？ 

 Ｑ３ 介護予防ケアマネジメントの依頼は、利用者が区役所窓口に届け出ることになっ



ているが、本人の代理として居宅介護支援事業者等から提出する際に委任状が必要

か？また、要介護から要支援に変わり、給付によるサービスからサービス事業によ

るサービス利用に切り替わる際など、サービス事業と給付の移行の度に、届出が必

要か？ 

 Ｑ４ 住所地特例対象者のケアマネジメントは誰が行うのか？ 

 Ｑ５ 認定非該当の人を地域包括支援センターがマネジメントする理由は何か？ 

 

第９ その他 

 Ｑ１ 住所地特例対象者に対するサービス・活動サービス事業のサービス提供はどのよ

うになるのか？ 

 Ｑ２ 介護サービスの提供にかかる事故に対応するため、損害保険に加入しているが、

その保険は適用になるのか？ 

 Ｑ３ 生活保護受給者がサービス・活動サービス事業を利用する場合、自己負担は公費

負担か？ 

 Ｑ４ 原子爆弾被害者に対する公費助成はどうなるのか？ 

 Ｑ５ 「介護予防小規模多機能型居宅介護」「介護予防認知症対応型共同生活介護」の利

用者が、サービス・活動事業を併用することはできるのか？ 

 Ｑ６ 保険料の滞納による給付制限はあるのか？ 

 Ｑ７ サービス・活動サービス事業のうち、組み合わせができないサービスがあるか？ 

 Ｑ８ 総合事業Ｗｅｂはいつから利用を開始するのか？ 

 Ｑ９ 要介護認定申請期間中にサービス事業や保険給付を利用した場合の負担はどうな

るのか？ 

 Ｑ10 生活支援型訪問サービスにおける、従事者の研修はいつ実施されているのか？ま

た研修期間や受講料はどうなるのか？ 

 Ｑ11 市民への周知はどのように行うのか？ 


